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当連合会は、戸建住宅や低層集合住宅の生産者団体を中心に、中高

層集合住宅や住宅部品に関わる団体も含む９つの住宅関係団体により

構成される連合会として平成４年６月に設立され、住宅の質と住環境の向

上を目的に、住宅産業のあり方や住宅性能の向上策等について調査・研

究を進め、国に対する各種の政策提言や要望、国民への普及啓発活動

等を展開してきました。特に脱炭素社会の実現に向けた住宅の省CO2化

に関しては、トップランナー制度を通じた住宅の省エネ性能の一層の向

上や ZEH・LCCM 住宅の普及促進等に積極的に取組むとともに、小規模

事業者であっても建築物省エネ法の見直しに的確に対応できるよう「省エ

ネ基準適合に向けたロードマップ」を策定し、会員団体傘下企業の体制

整備を計画的に進めるなど、業界一丸となって取り組んで参りました。 

今年２月１日に開催された社会資本整備審議会において「脱炭素社会

の実現に向けた、建築物の省エネ性能の一層の向上、CO2 貯蔵に寄与

する建築物における木材の利用促進及び既存建築ストックの長寿命化の

総合的推進に向けて」（答申）が取りまとめられました。当連合会はこの中

で示された今後の住宅・建築物の省エネルギー対策及び建築基準制度

のあり方について、脱炭素社会の実現に大きな効果が期待されるもので

あると高く評価しており、このとりまとめを踏まえ、２０３０年度温室効果ガス

削減目標の達成や２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、官民一

丸となって住宅の省エネ性能の向上や木材利用の推進を図ることが極め

て重要であると考えています。 

一方、この答申は国土交通省に対し、必要な制度見直し等を速やかに

実施し、２０２５年度以降の新築住宅に対する省エネ基準の全面的な適合

義務化に向けた体制整備等が着実に進められるよう、本答申を実現する

ための法案を速やかに国会に提出するよう求めているものの、現段階で

は建築物省エネ法等の改正法案については今国会への提出予定法案と

はされておらず、検討中法案に留め置かれている状況にあります。 

当連合会は社会資本整備審議会における検討に参画し、脱炭素社会

の実現に向けた様々な取組みの早期開始を主張してきたところであり、現

時点では検討中法案とされている建築物省エネ法等の改正法案につい

ても今国会における成立に向け、速やかに国会に提出していただきます

よう強く要望いたします。 

 

  



1. ２０２５年度以降の新築住宅に対する省エネ基準の全面的な適合義

務化等に向け、当連合会構成団体の会員企業における体制整備等

の備えを万全なものとするために、早期に法制上の措置が確定され

る必要があることから、審議会答申を踏まえ、速やかに関連法令の

改正法案を国会に提出されたい。 

２０２５年度以降の新築住宅に対する省エネ基準の全面的な適合義務化等の

実施に当たって十分な周知期間が確保されない場合、社会経済活動に混乱が生

じることが懸念される。また、全ての住宅事業者が適確に対応するためには、改正

法の施行前に改正内容を理解・習熟する必要があり、十分な周知・習熟期間を確

保することが不可欠である。 

2. CO2 貯蔵に寄与する木材の建築物における利用促進に向け、木造

建築物に係る規制の一層の合理化のための法制上の措置について

は、その内容を実務者が理解・習熟することや建築物の企画・設計等

に長期を要することを踏まえ、早期に確定することが望まれることか

ら、審議会答申を踏まえ、速やかに関係法令の改正法案を国会に提

出されたい。 

 
２０５０年カーボンニュートラルの実現には、省エネ対策のみならず吸収源対策

としての建築物における木材利用を促進し拡大することが重要である。最近の累

次の防火規制等の合理化により、木材を利用し易い環境が整いつつあるものの、

更なる木材利用の拡大を図るためには３階建て木造建築物に関する構造関係規

制等を含む規制の一層の合理化が不可欠である。 

また、建築物の企画・設計には一定程度の時間を要することに加え、企画・設

計に際しては関係法令の改正内容を実務者が習熟した上で建築主の理解を得る

必要もあるため、十分な周知・習熟期間を確保することが不可欠である。 
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